
Ⅱ．物品賃貸業の概況 
 

－ レンタルの増加により売上高は４年振りに増加 － 
 

５２３０事業所 ( 対１６年比 ▲５．４％減 )

６万５１９３人 ( 〃 ▲２．６％減 )

８兆８５５０億円 ( 〃 ０．５％増 )

１６億９３１１万円 ( 〃 ６．３％増 )

   就業者１人当たり １億３５８３億円 ( 〃 ３．２％増 )

　 リース年間売上高 ７兆２７６１億円 ( 〃 ▲０．４％減 )

　 レンタル年間売上高 １兆５７８９億円 ( 〃 ４．６％増 )

７兆８４０４億円 ( 〃 ３．４％増 )リース年間契約高

事業所数

就業者数

年間売上高

　 １事業所当たり

 

 

事業所数、就業者数、年間売上高の前年比推移 
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注１）平成１０年調査においては事業所の捕そく、平成１３年調査においては調査対象範囲を市区部から全国の事業所に
拡大したこと等により、前年比については時系列を考慮したもので算出している。 

注２）（   ）は平成１７年の前年比である。 
注３）就業者数の平成１２年以前の前年比については、従業者数（派遣者（受入）のうち、当該事業所で給与を支払ってい

る数を含んだもの）である（出向・派遣者は平成１２年から調査）。  

 

 

１．事業所数 

 

平成１７年の特定サービス産業実態調査の集計結果をみると、事業所数は5230事業所、前年比

▲5.4％の減少であった。事業所数が減少となったのは、平成１５年（同▲0.5％減）以来、２年振りで

あった。 

 

①経営組織別（資本金規模別） 

事業所数を経営組織別にみると、「会社」が 5041 事業所（構成比 96.4％）とそのほとんどを占

めており、「個人」は 159 事業所（同 3.0％）、「会社以外の法人・団体」は 30 事業所（同 0.6％）と

なっている。前年比をみると、「個人」（前年比▲8.6％）、「会社」（同▲5.3％）、「会社以外の法

人・団体」（同▲3.2％）のいずれも減少となっているが、前年と構成に変化はみられなかった。 

 



経営組織別事業所数 

構成比
（％）

前年比
（％）

5,530 5,230 100.0 ▲ 5.4

会 社 5,325 5,041 96.4 ▲ 5.3

会 社 以 外 の 法 人 ・ 団 体 31 30 0.6 ▲ 3.2

個 人 174 159 3.0 ▲ 8.6

経営組織別

計

平成16年 平成17年

 

 

事業所数を資本金規模別にみると、前年まで増加を続けてきた資本金「１０億円以上」の大規

模事業所が前年比横ばいであったものの、他の規模はすべて減少となった。 

 

資本金規模別事業所数 

構成比
（％）

前年比
（％）

5,530 5,230 100.0 ▲ 5.4

１ 千 万 円 未 満 457 410 7.8 ▲ 10.3

１千万円以上５千万円未満 2,044 1,885 36.0 ▲ 7.8

５ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満 649 633 12.1 ▲ 2.5

１ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満 791 729 13.9 ▲ 7.8

１ ０ 億 円 以 上 1,384 1,384 26.5 0.0

資 本 金 な し 205 189 3.6 ▲ 7.8

計

資本金規模別 平成17年平成16年

 

 

②就業者規模別 

事業所数を就業者規模別にみると、「1 人～4 人」規模が 1837 事業所（構成比 35.1％）と最も

多く、次いで「5 人～9 人」規模が 1636 事業所（同 31.3％）、「10 人～29 人」規模が 1365 事業所

（同 26.1％）の順となっており、就業者２９人以下の事業所で全体の 9 割超を占めている。 

前年比をみると、「５０人以上」の最も大きな規模では前年比 1.7％の増加となったものの、他の

規模はすべて減少となっている。 

 

就業者規模別事業所数 

構成比
（％）

前年比
（％）

5,530 5,230 100.0 ▲ 5.4

１ 人 ～ ４ 人 1,979 1,837 35.1 ▲ 7.2

５ 人 ～ ９ 人 1,750 1,636 31.3 ▲ 6.5

１ ０ 人 ～ ２ ９ 人 1,402 1,365 26.1 ▲ 2.6

３ ０ 人 ～ ４ ９ 人 223 213 4.1 ▲ 4.5

５ ０ 人 以 上 176 179 3.4 1.7

平成16年 平成17年

計

就業者規模別

 

 

２．就業者数 

 

平成１７年の就業者数は、6万5193人、前年比▲2.6％の減少であった。「正社員、正職員」を中

心に、就業者数は引き続き減少傾向で推移している。 

なお、１事業所当たりの就業者数は12.5人（前年差0.4人増）であった。 

 



①男女別 

就業者数を男女別にみると、「男」が 4 万 9589 人（構成比 76.1％）と全体の 4 分の 3 を占め、

「女」は 1 万 5604 人（同 23.9％）であった。前年比をみると、「正社員、正職員」などの減少から、

「男」（前年比▲2.5％）、「女」（同▲2.8％）ともに減少となっている。なお、「パート・アルバイト等」

は、「男」、「女」ともに増加となっている。 

 

②雇用形態別 

就業者数を雇用形態別にみると、就業者数全体の８割弱を占める「正社員、正職員」（5 万

1913 人、前年比▲2.8％）が引き続き減少となった。また、「臨時雇用者」（470 人、同▲18.8％）、

「出 向 ・派 遣 者 （受 入 ）」（2831 人 、同 ▲8.1％）も減 少 となった。一 方 、「パート・アルバイト等 」

（5315 人、同 2.0％）は３年連続の増加となった。 

 

③部門別 

就業者数を部門別にみると、全体の６割弱を占める「管理・営業部門」（3 万 8716 人、前年比

▲3.0％）は減少となったものの、「保守・管理・操作部門」（1 万 8612 人、同 1.0％）は、増加となっ

ている。 

 

就業者数 

構成比
（％）

前年比
（％）

66,922 65,193 100.0 ▲ 2.6

男 50,868 49,589 76.1 ▲ 2.5

2,350 2,165 3.3 ▲ 7.9

女 16,054 15,604 23.9 ▲ 2.8

729 666 1.0 ▲ 8.6

4,669 4,664 7.2 ▲ 0.1

58,595 57,228 87.8 ▲ 2.3

53,384 51,913 79.6 ▲ 2.8

5,211 5,315 8.2 2.0

579 470 0.7 ▲ 18.8

3,079 2,831 4.3 ▲ 8.1

39,933 38,716 59.4 ▲ 3.0

18,432 18,612 28.5 1.0

5,478 5,034 7.7 ▲ 8.1

3,079 2,831 4.3 ▲ 8.1

平成17年
（人）

部
門
別

管 理 ・ 営 業 部 門

保 守 ・ 管 理 ・ 操 作 部 門

そ の 他

出 向 ・ 派 遣 者 （ 受 入 ）

雇
用
形
態
別

男女別、雇用形態別、部門別

パ ー ト ・ ア ル バ イ ト 等

臨 時 雇 用 者

出 向 ・ 派 遣 者 （ 受 入 ）

正 社 員 、 正 職 員

平成16年
（人）

計

男
女
別

う ち 、 出 向 ・ 派 遣 者 （ 受 入 ）

う ち 、 出 向 ・ 派 遣 者 （ 受 入 ）

個人事業主、無給家族従業者又は有給役員

常 用 雇 用 者

 

 

 

３．年間売上高 

 

平成１７年の年間売上高は、8兆8550億円、前年比0.5％と４年振りの増加であった。これは、「レ

ンタル」が公務向けを中心に４年振りに増加したことによる。 

なお、１事業所当たりの年間売上高は16億9311万円、前年比6.3％と３年振りの増加、就業者１

人当たりの年間売上高は1億3583万円、同3.2％と５年連続の増加となっている。 

 

 



リース、レンタルの年間売上高の推移 
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（注）平成10年調査においては事業所の捕そく、平成13年調査においては調査対象範囲を市区部から全国の事業所に拡大した

こと等により、前年比については時系列を考慮したもので算出している。 

 

年間売上高を「リース」と「レンタル」に分けてみると、年間売上高の８割超を占める「リース」は、

7 兆 2761 億円、前年比▲0.4％と２年振りの減少、「レンタル」は 1 兆 5789 億円、同 4.6％と４年

振りの増加となっている。 

 

リース年間売上高及びレンタル年間売上高 

構成比
（％）

前年比
（％）

8,811,428 8,854,953 100.0 0.5

リ ー ス 7,302,567 7,276,090 82.2 ▲ 0.4

レ ン タ ル 1,508,861 1,578,863 17.8 4.6

平成16年
（百万円）

計

年間売上高
平成17年
（百万円）

 

 

①資本金規模別 

年間売上高を資本金規模別にみると、物品賃貸業の７割超を占める、「１０億円以上」の事業

所が 6 兆 5046 億円で前年比 2.6％と増加し全体を引き上げた。一方、「１億円以上１０億円未

満」は 1 兆 621 億円で同▲7.7％の減少、規模の小さい「５千万円未満」も減少となった。 

 

資本金規模別年間売上高 

構成比
（％）

前年比
（％）

8,811,428 8,854,953 100.0 0.5

１ 千 万 円 未 満 33,829 29,616 0.3 ▲ 12.5

１千万円以上５千万円未満 755,975 705,365 8.0 ▲ 6.7

５ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満 481,249 496,009 5.6 3.1

１ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満 1,150,744 1,062,091 12.0 ▲ 7.7

１ ０ 億 円 以 上 6,342,856 6,504,642 73.5 2.6

資 本 金 な し 46,774 57,231 0.6 22.4

資本金規模別
平成16年
（百万円）

計

平成17年
（百万円）

 



②就業者規模別 

年間売上高を就業者規模別にみると、「５０人以上」規模の事業所が引き続き売上高全体の５

割近くを占めている。前年比をみると、「５０人以上」規模が前年比 4.2％の増加となり全体をけん

引している。一方、一番規模の小さい「１人～４人」を除いた他の規模は減少となっている。 

 

就業者規模別年間売上高 

構成比
（％）

前年比
（％）

8,811,428 8,854,953 100.0 0.5

１ 人 ～ ４ 人 493,184 509,075 5.7 3.2

５ 人 ～ ９ 人 1,195,905 1,154,881 13.0 ▲ 3.4

１ ０ 人 ～ ２ ９ 人 2,394,575 2,347,744 26.5 ▲ 2.0

３ ０ 人 ～ ４ ９ 人 712,351 659,560 7.4 ▲ 7.4

５ ０ 人 以 上 4,015,413 4,183,692 47.2 4.2

平成17年
（百万円）

計

就業者規模別
平成16年
（百万円）

 

 

③レンタル年間売上高 

平成１７年のレンタル年間売上高は、1 兆 5789 億円、前年比 4.6％と、主力の土木・建設機械

は減少したものの、電子計算機・同関連機器などが増加したことにより、４年振りに増加となった。 

なお、１事業所当たりのレンタル年間売上高は、3 億 7432 万円、同 10.1％の増加であった。 
 

1)物件別 

レンタル年間売上高を物件別にみると、「電子計算機・同関連機器」は前年比 39.3％と６年振

りに大幅に増加、排ガス規制の影響で輸送用機器（自動車）が同 24.6％の増加、台風などの災

害関連需要で仮設住宅やトイレなどの「その他」（同 2.8％）や「通信機器」（同 13.0％）も増加とな

った。 

一方、主力の「土木・建設機械」は、公共事業の減少などから同▲2.6％の減少、「商業用機

械・設備」も、同▲31.7％の減少となった。 

 

レンタル物件別年間売上高 

構成比
（％）

前年比
（％）

1,508,861 1,578,863 100.0 4.6

20,014 27,159 1.7 35.7

5,112 3,896 0.2 ▲ 23.8

889,946 867,054 54.9 ▲ 2.6

8,318 4,719 0.3 ▲ 43.3

60,385 70,900 4.5 17.4

自 動 車 38,977 48,569 3.1 24.6

そ の 他 21,407 22,331 1.4 4.3

15,167 10,353 0.7 ▲ 31.7

19,029 18,036 1.1 ▲ 5.2

205,732 286,569 18.2 39.3

27,844 31,455 2.0 13.0

119,860 117,392 7.4 ▲ 2.1

137,456 141,330 9.0 2.8

産 業 機 械

工 作 機 械

土 木 ・ 建 設 機 械

医 療 用 機 器

輸 送 用 機 器

物　　件　　別
平成16年
（百万円）

平成17年
（百万円）

レ ン タ ル 年 間 売 上 高 計

サ ー ビ ス 業 用 機 械 ・ 設 備

電 子 計 算 機 ・ 同 関 連 機 器

商 業 用 機 械 ・ 設 備

通 信 機 器

事 務 用 機 器

そ の 他  

 

 



レンタル年間売上高の物件別構成比について、昭和６３年以降の推移をみると、主力の「土

木・建設機械」が年間売上高の過半を占め割合も高めてきたが、平成１７年では縮小している。

一方、割合を下げていた「電子計算機・同関連機器」は、１７年では、18.2％に拡大している。「事

務用機器」も企業の経費節減の影響から縮小傾向となっている。 

 

レンタル物件別年間売上高の構成比推移 

51.2

56.4

56.8

57.8

18.2 7.4

1.6

2.4

3.6

54.9

27.2

22.8

19.3

15.0

14.0

10.4

9.5

8.2

3.5

4.5 15.0

6.0

7.9

10.9

15.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和63年

平成 5年

平成10年

平成15年

平成17年

土木・建設機械 電子計算機・同関連機器　　　

事務用機器 輸送用機器

前記以外のその他

 

2)契約先産業別 

レンタル年間売上高の契約先産業別構成比をみると、「建設・不動産業」（構成比 58.5％）が

過半を占めているが前年より比率を 3.2％ポイント減少させている。一方、「公務」（同 11.2％）は

3.1％ポイントの増加となった。 

 

レンタル年間売上高の契約先産業別構成比 

公務
11.2%

製造業
7.8%

その他
5.6%

建設・
不動産業

58.5%

卸売・小売業
2.1%

電気・ガス・熱
供給・水道業

1.2%

金融・保険業
1.6%

情報通信業
2.0%

ｻｰﾋﾞｽ業

（同業者を除く）

5.8%

同業者
4.2%

平成１７年

契約先産業別

レンタル年間売上高

1兆5789億円

 



④リース年間契約高及び年間契約件数 

平成１７年のリース年間契約高は、7 兆 8404 億円、前年比 3.4％と４年振りの増加となった。 

なお、１事業所当たりのリース年間契約高は、61 億 6871 万円、同 12.0％と６年連続して増加と

なっている。 

 

リース年間契約高及び年間契約件数の推移 
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リース年間契約件数は、220 万 8945 件、前年比▲1.0％と２年連続の減少となった。これを契

約 期 間 別 にみると、「１年 を超 え３年 未 満 」は、前 年 の大 幅 減 （▲22.8％）の反 動 などから、同

1.0％の増加となった。契約件数の過半を占める「５年以上」は同▲1.1％の減少、「３年以上５年

未満」も同▲1.7％の減少となった。 

 
 

リース年間契約件数 

構成比
（％）

前年比
（％）

2,232,009 2,208,945 100.0 ▲ 1.0

283,333 286,192 13.0 1.0

699,452 687,716 31.1 ▲ 1.7

1,249,224 1,235,037 55.9 ▲ 1.1

１ 年 を 超 え ３ 年 未 満

３ 年 以 上 ５ 年 未 満

５ 年 以 上

平成16年
（件）

リ ー ス 年 間 契 約 件 数 計

契約期間別
平成17年

（件）

 

 

1)物件別 

リース年間契約高を物件別にみると、パチンコホール・ホテル向け等に「サービス業用機械・設

備 」が前 年 比 24.6％の増 加 となったのをはじめ、「工 作 機 械 」が自 動 車 ・電 気 機 械 向 けに同

31.7％の増加、「通信機器」も同 11.4％の増加、「輸送用機器（その他）」が航空機のリースで同

22.9％の増加となったことなど、ほとんどの物件が前年を上回っている。 

一方、「産業機械」は同▲8.7％の減少、「輸送用機器（自動車）」は前年のトラック等排ガス規

制による適応車種導入等の反動により同▲15.3％の減少となった。 

 

 



リース物件別年間契約高 

構成比
（％）

前年比
（％）

7,585,041 7,840,430 100.0 3.4

1,196,470 1,092,015 13.9 ▲ 8.7

217,127 285,853 3.6 31.7

189,874 206,596 2.6 8.8

350,666 361,264 4.6 3.0

590,403 576,171 7.3 ▲ 2.4

自 動 車 391,196 331,379 4.2 ▲ 15.3

そ の 他 199,206 244,793 3.1 22.9

682,223 693,104 8.8 1.6

376,779 469,550 6.0 24.6

2,380,941 2,382,024 30.4 0.0

561,673 625,644 8.0 11.4

590,106 590,875 7.5 0.1

448,778 557,334 7.1 24.2

通 信 機 器

事 務 用 機 器

そ の 他

リ ー ス 年 間 契 約 高 計

産 業 機 械

工 作 機 械

土 木 ・ 建 設 機 械

医 療 用 機 器

輸 送 用 機 器

商 業 用 機 械 ・ 設 備

サ ー ビ ス 業 用 機 械 ・ 設 備

電 子 計 算 機 ・ 同 関 連 機 器

物　　件　　別
平成16年
（百万円）

平成17年
（百万円）

 
 

リース年間契約高の物件別構成比について、昭和６３年以降の推移をみると、「電子計算機・

同関連機器」の割合は、パソコン需要の増加などから拡大傾向にあったものの、平成１０年あたり

をピークとして縮小に転じ、構成比は１０年に比べ▲8.2％ポイントの減少となっている。一方、ホテ

ル用機器や娯楽機器などの「サービス業用機械・設備」などは拡大傾向で推移している。 

 

リース物件別年間契約高の構成比推移 
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電子計算機・同関連機器 産業機械 商業用機械・設備

事務用機器 輸送用機器 通信機器

サービス業用機械・設備 その他
 

 

 

 

 

 

 



2)契約先産業別 

リース年 間 契 約 高 の契 約 先 産 業 別 構 成 比 をみると、「サービス業 （同 業 者 を除 く）」（構 成 比

23.8％）、「製造業」（同 22.9％）、「卸売・小売業」（同 18.3％）の割合が高く、順位、構成比に大

きな変化はなかった。この３産業で契約高全体の６割を超えている。次いで、「その他」（同 8.3％）、

「金融・保険業」（同 7.4％）、「建設・不動産業」（同 5.9％）の順となっている。 

 

リース年間契約高の契約先産業別構成比 

 

その他
8.3%

卸売・小売業
18.3%

製造業
22.9%

情報通信業

4.9%

電気・ガス・熱供

給・水道業

1.5%
同業者

2.4%
公務
4.6%

金融・保険業

7.4%

建設・不動産業

5.9%

サービス業
（同業者を除く）

23.8%

平成１７年
契約先産業別

リース年間契約高
7兆8404億円

 

４．年間営業費用 

 

物品賃貸業務の年間営業費用は、8兆5649億円、物品賃貸業務の年間売上高に占める割合は

96.7％であった。内訳をみると、「貸与資産原価」が6兆6269億円（構成比77.4％）と営業費用全体

の８割弱を占め、保管料、荷造発送費、広告宣伝費などの「その他の営業費用」が1兆2899億円

（同15.1％）と１割超を占めている。 

 

物品賃貸業務の年間営業費用 

構成比
（％）

前回比
（％）

8,488,811 8,564,923 100.0 0.9
349,576 332,118 3.9 ▲ 5.0

6,543,580 6,626,902 77.4 1.3
217,960 197,541 2.3 ▲ 9.4
107,113 118,423 1.4 10.6

土 地 ・ 建 物 48,525 51,690 0.6 6.5
機 械 ・ 装 置 58,588 66,733 0.8 13.9

1,270,581 1,289,939 15.1 1.5そ の 他 の 営 業 費 用

費用区分別

年 間 営 業 費 用 計
給 与 支 給 総 額
貸 与 資 産 原 価
資 金 原 価

平成16年
（百万円）

平成17年
（百万円）

賃 借 料 計

 



５．都道府県別の動向 

 

①レンタル年間売上高 

レンタル年間売上高を都道府県別にみると、東京が 4773 億円と全国の 30.2％を占め、以下、

大阪の 1154 億円（構成比 7.3％）、愛知の 1051 億円（同 6.7％）、北海道の 740 億円（同 4.7％）、

千葉の 720 億円（同 4.6％）の順となっている。 

 

都道府県別レンタル年間売上高（上位５都道府県） 

構成比
（％）

前年比
（％）

全 国 計 1,508,861 1,578,863 100.0 4.6

東 京 394,198 477,296 30.2 21.1

大 阪 116,514 115,407 7.3 ▲ 1.0

愛 知 105,699 105,061 6.7 ▲ 0.6

北 海 道 85,778 73,962 4.7 ▲ 13.8

千 葉 62,164 72,037 4.6 15.95位

順位
都道府県

平成16年
（百万円）

平成17年
（百万円）

1位

2位

3位

4位

 

 

東京、大阪、愛知のレンタル物件別構成比をみると、東京は「電子計算機・同関連機器」が構

成比 51.5％と全国平均や大阪、愛知と比較して大きな割合を占めている。大阪は「事務用機器」

が同 12.1％と全国平均を 4.7％ポイント上回り、愛知では「土木・建設機械」が同 61.8％と全国平

均を 6.9％ポイント上回っている。 

 

東京・愛知・大阪のレンタル売上高の物件別構成比（平成１７年） 
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サービス業用機械・設備 電子計算機・同関連機器 通信機器

事務用機器 その他

(%)

 

 

②リース年間契約高 

リース年間契約高を都道府県別にみると、東京が 3 兆 8620 億円、全国の 49.3％とほぼ半分を

占め、以下、大阪の 1 兆 1601 億円（構成比 14.8％）、愛知の 6022 億円（同 7.7％）、福岡の 3095

億円（同 3.9％）、宮城の 1716 億円（同 2.2％）の順となっている。 

 



 

都道府県別リース年間契約高（上位５都道府県） 

構成比
（％）

前年比
（％）

全 国 計 7,585,041 7,840,430 100.0 3.4

東 京 3,970,193 3,861,972 49.3 ▲ 2.7

大 阪 943,186 1,160,149 14.8 23.0

愛 知 442,279 602,222 7.7 36.2

福 岡 325,153 309,536 3.9 ▲ 4.8

宮 城 152,404 171,628 2.2 12.6

平成17年
（百万円）

3位

4位

1位

2位

都道府県
平成16年
（百万円）

5位

順位

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京、大阪、愛知のリース年間契約高構成比をみると、東京は「電子計算機・同関連機器」が

構成比 33.4％と全国平均（30.4％）を上回っているが、他の構成比はほぼ全国平均並みとなって

いる。大阪はほぼ全国平均に近い構成、愛知は「工作機械」、「産業機械」等が全国平均を上回

っている。 

 

東京・愛知・大阪のリース契約高の物件別構成比（平成１７年） 
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都道府県別年間売上高等 

 　 　 リース 　 　 レンタル 　 　 　 　

都道府県 構成比 前年比 年間契約高 構成比 前年比 年間売上高 構成比 前年比 構成比 前年比

（％） （％） （百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） （人） （％） （％）

全 国 計 5,230 100.0 ▲ 5.4 7,840,430 100.0 3.4 1,578,863 100.0 4.6 65,193 100.0 ▲ 2.6

北 海 道 339 6.5 ▲ 11.7 156,783 2.0 ▲ 2.7 73,962 4.7 ▲ 13.8 2,611 4.0 ▲ 16.6

青 森 81 1.5 ▲ 2.4 16,315 0.2 ▲ 3.5 15,362 1.0 ▲ 2.4 610 0.9 ▲ 14.7

岩 手 66 1.3 ▲ 14.3 21,497 0.3 ▲ 1.0 10,225 0.6 ▲ 14.7 526 0.8 ▲ 19.0

宮 城 160 3.1 ▲ 7.0 171,628 2.2 12.6 31,869 2.0 ▲ 12.8 1,677 2.6 ▲ 5.9

秋 田 57 1.1 ▲ 5.0 9,227 0.1 14.7 11,428 0.7 ▲ 9.6 456 0.7 ▲ 5.2

山 形 77 1.5 ▲ 3.8 19,400 0.2 60.2 8,106 0.5 ▲ 8.9 432 0.7 2.1

福 島 101 1.9 ▲ 1.9 18,612 0.2 25.9 18,407 1.2 10.7 887 1.4 8.7

茨 城 125 2.4 ▲ 0.8 20,752 0.3 ▲ 37.1 29,759 1.9 ▲ 0.6 1,148 1.8 3.6

栃 木 99 1.9 5.3 27,208 0.3 ▲ 11.8 20,772 1.3 23.6 815 1.3 9.4

群 馬 88 1.7 ▲ 1.1 30,366 0.4 ▲ 1.3 15,613 1.0 4.7 648 1.0 ▲ 2.3

埼 玉 158 3.0 ▲ 9.7 127,288 1.6 ▲ 13.2 48,050 3.0 11.9 1,840 2.8 1.1

千 葉 176 3.4 ▲ 7.9 64,866 0.8 ▲ 1.9 72,037 4.6 15.9 2,426 3.7 ▲ 0.5

東 京 390 7.5 ▲ 5.3 3,861,972 49.3 ▲ 2.7 477,296 30.2 21.1 15,445 23.7 0.9

神 奈 川 166 3.2 ▲ 10.3 137,703 1.8 ▲ 8.3 62,479 4.0 ▲ 15.0 2,054 3.2 ▲ 14.3

新 潟 197 3.8 ▲ 7.9 61,012 0.8 10.7 35,301 2.2 9.8 1,708 2.6 2.6

富 山 90 1.7 ▲ 3.2 21,081 0.3 2.7 18,398 1.2 6.5 725 1.1 ▲ 2.3

石 川 95 1.8 ▲ 5.0 70,344 0.9 ▲ 5.6 12,922 0.8 ▲ 2.9 656 1.0 ▲ 4.1

福 井 35 0.7 ▲ 5.4 18,401 0.2 28.3 7,510 0.5 ▲ 0.2 372 0.6 ▲ 0.8

山 梨 51 1.0 18.6 9,122 0.1 16.7 9,060 0.6 ▲ 5.2 452 0.7 ▲ 13.7

長 野 94 1.8 9.3 87,550 1.1 39.0 13,100 0.8 27.2 722 1.1 18.9

岐 阜 120 2.3 ▲ 7.7 38,016 0.5 14.3 17,459 1.1 ▲ 3.8 1,021 1.6 7.4

静 岡 130 2.5 ▲ 5.1 108,393 1.4 10.3 25,620 1.6 ▲ 3.6 1,210 1.9 ▲ 5.8

愛 知 251 4.8 ▲ 9.7 602,222 7.7 36.2 105,061 6.7 ▲ 0.6 3,735 5.7 ▲ 8.4

三 重 60 1.1 1.7 23,447 0.3 8.1 11,326 0.7 4.2 472 0.7 5.6

滋 賀 67 1.3 ▲ 10.7 14,846 0.2 11.2 9,453 0.6 2.9 468 0.7 ▲ 7.7

京 都 56 1.1 ▲ 6.7 84,206 1.1 ▲ 4.0 12,013 0.8 9.3 564 0.9 ▲ 6.0

大 阪 274 5.2 ▲ 3.2 1,160,149 14.8 23.0 115,407 7.3 ▲ 1.0 6,206 9.5 ▲ 1.9

兵 庫 145 2.8 ▲ 7.1 80,230 1.0 5.4 27,555 1.7 ▲ 18.8 1,316 2.0 ▲ 16.3

奈 良 23 0.4 4.5 8,233 0.1 ▲ 30.7 4,257 0.3 ▲ 13.0 256 0.4 ▲ 18.7

和 歌 山 23 0.4 15.0 5,986 0.1 8.6 4,622 0.3 39.6 285 0.4 56.6

鳥 取 35 0.7 12.9 11,692 0.1 4.6 4,336 0.3 1.8 270 0.4 ▲ 2.5

島 根 45 0.9 ▲ 6.3 14,363 0.2 ▲ 5.5 6,753 0.4 ▲ 10.9 340 0.5 1.8

岡 山 79 1.5 ▲ 3.7 39,766 0.5 ▲ 10.8 20,466 1.3 15.8 872 1.3 4.4

広 島 149 2.8 ▲ 10.8 142,499 1.8 ▲ 4.7 29,771 1.9 ▲ 1.2 1,668 2.6 0.9

山 口 102 2.0 8.5 8,792 0.1 7.1 15,121 1.0 19.6 782 1.2 16.5

徳 島 29 0.6 ▲ 6.5 16,498 0.2 ▲ 1.5 2,513 0.2 ▲ 36.7 219 0.3 ▲ 12.7

香 川 62 1.2 0.0 53,199 0.7 3.7 9,724 0.6 10.9 447 0.7 0.0

愛 媛 62 1.2 ▲ 6.1 25,963 0.3 2.8 8,009 0.5 ▲ 10.6 469 0.7 2.0

高 知 24 0.5 ▲ 4.0 8,903 0.1 ▲ 12.6 4,670 0.3 ▲ 12.1 304 0.5 ▲ 8.2

福 岡 293 5.6 ▲ 7.0 309,536 3.9 ▲ 4.8 62,238 3.9 ▲ 5.0 2,947 4.5 ▲ 6.9

佐 賀 31 0.6 ▲ 13.9 6,395 0.1 ▲ 28.7 5,907 0.4 ▲ 21.3 264 0.4 ▲ 22.4

長 崎 86 1.6 ▲ 12.2 15,795 0.2 ▲ 33.3 10,806 0.7 ▲ 16.7 608 0.9 ▲ 5.7

熊 本 99 1.9 ▲ 1.0 28,914 0.4 ▲ 10.1 15,361 1.0 ▲ 2.4 797 1.2 ▲ 2.8

大 分 60 1.1 ▲ 13.0 12,358 0.2 ▲ 14.9 11,035 0.7 ▲ 12.7 507 0.8 ▲ 20.0

宮 崎 71 1.4 18.3 9,977 0.1 ▲ 15.3 16,326 1.0 34.8 631 1.0 10.1

鹿 児 島 114 2.2 ▲ 4.2 31,979 0.4 19.2 18,428 1.2 3.4 1,354 2.1 23.5

沖 縄 95 1.8 ▲ 7.8 26,949 0.3 1.8 12,971 0.8 5.3 971 1.5 ▲ 8.4

就業者数事業所数

 


